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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

自　2024年１月１日
至　2024年３月31日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 (千円) 546,566 499,453 2,145,874

経常利益 (千円) 147,108 85,331 392,755

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 97,958 62,995 304,349

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 101,476 60,228 297,328

純資産額 (千円) 2,055,758 2,311,837 2,251,609

総資産額 (千円) 2,423,233 2,669,945 2,708,655

１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 14.80 9.61 46.30

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.1 85.5 82.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は株式給付信託（J-ESOP-RS）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式については、株

主資本において自己株式として計上しております。第17期第１四半期連結累計期間及び第16期の１株当たり

四半期（当期）純利益の算定上、当該株式数を普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、内需及びインバウンド需要など、社会活動の正常化の流れ

が進む一方で、国際情勢不安、原料・エネルギー価格の高騰や急激な為替相場の変動などの要因により、先行きは

不透明な状況となっております。

当社グループにおいては、従来からの少子化の流れの中で企業間競争が激しさを増しており、経営環境は依然厳

しい状況で推移しています。当社が属するeラーニング事業は、令和５年６月に閣議決定された「新たな教育復興基

本計画（計画期間2023年～2027年）」をふまえ、当社が開発したICT教材を通じた社会課題の解決と、事業成長の同

時実現に向けて活動を行っております。

eラーニング事業を行っているすららネットでは、「教育に変革を、子どもたちに生きる力を。」を企業理念と

し、他社に先駆けた様々な取り組みに挑戦し続けています。

当第１四半期連結累計期間において、塾マーケットでは、山梨県を中心に展開する総合進学塾甲斐ゼミナールで

当社ICT教材「すらら」の導入が決定しました。BtoCマーケットでは、学習習慣が身につかない子どもをはじめ、不

登校・発達障がいの利用者増加を受け、悩みや不安の大きい保護者支援として「ほめビリティ・ペアレンティン

グ」サービスの参加申し込みの受付を開始しました。

また、2024年３月、株式会社ウィザスと業務提携契約を締結いたしました。両社がこれまで培った知見・ノウハ

ウ等経営資源を相互に有効活用し、学習塾や学校、グローバルなど各マーケットに連携した幅広い層の教育ニーズ

に応えて教育事業全体の活性化への貢献を図るとともに、教育を通じた持続可能な社会の実現と、企業価値向上の

実現を推進してまいります。

新たな市場への取り組みとして、デジタル情報量の爆発的増加を背景に数値情報の分析、活用ができる人材育成

に伴うニーズの高まりを受け、リスキリング教材として「仕事に役立つ数学基礎コース」を公益財団法人日本数学

検定協会と共同で開発しました。さらにICT教材「すらら」の高校理科コンテンツに新たに3Dアニメーションを取り

入れた「科学と人間生活」を追加し、今まで以上に進路の選択肢を広げるサポートに繋がるサービスを2024年４月

より提供いたします。多様化する学びや課題に対し、順次新たな取り組みを進めております。

経営指標である課金対象導入校数と利用ID数につきましては、補助金を除く契約数は伸長していますが、学校

マーケットでの経済産業省探究的学び支援が2023年12月末で終了したこと、塾マーケットでは、私塾市場の生徒数

減少や、塾が使用しているEdTech教材の多様化等の影響により、前年同期比で導入校数及び利用ID数が減少しまし

た。

その結果、すららネットでの当第１四半期連結会計期間末における導入校数は2,246校（前年同期比250校減

少）、利用ID数は266,506ID（前年同期比91,456ID減少）となりました。

 
なお、業容の拡大に向けた営業・開発人員の増強、新コンテンツ・システムへの開発投資等については、引き続

き積極的に取り組んでまいりました。

その結果、当社グループ全体の当第１四半期連結累計期間における売上高は499,453千円（前年同期比8.6％減

少）、売上原価は160,903千円（前年同期比26.1％増加）、販売費及び一般管理費は254,749千円（前年同期比5.8％

減少）となりました。
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当社グループ全体の当第１四半期連結累計期間における営業利益は83,801千円（前年同期比43.6％減少）、経常

利益は85,331千円（前年同期比42.0％減少）、親会社株主に帰属する四半期純利益は62,995千円（前年同期比

35.7％減少）となりました。

 
また、当社グループの事業セグメントは、eラーニング、受託開発、アプリ開発ではありますが、受託開発及びア

プリ開発の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント毎の記載

を省略しております。

 
〈すららネット課金対象導入校数の推移及びID数の推移〉

年月

導入校数 利用ID数

学習塾 学校 海外 合計 学習塾
学校
(注２)

海外 BtoC 合計

2023年３月末 1,201 1,200 95 2,496 17,565 327,952 7,879 4,566 357,962

2023年12月末 1,177 1,366 53 2,596 18,571 402,045 3,204 4,301 428,121

2024年３月末 1,184 1,014 48 2,246 16,989 242,112 2,873 4,532 266,506
 

(注) １．当社ICT教材の導入校数、利用ID数を各マーケット毎に表しています。

２．ご利用いただいている当社ICT教材は以下となります。

すらら：主要５教科の学習を一人一人の理解度に合わせて進めることができるアダプティブなICT教材

すららドリル：ドリル機能、テスト機能に特化した公立小中学校向け「すらら」の姉妹版ICT教材

すららSatellyzer：宇宙をテーマに必要な基礎スキルを身につけていく高校生向け探究学習ICT教材

 
〈すららネット公立学校の導入校数及びID数〉

年月
公立学校（注１） EdTech導入補助金（注２） 探究的な学び支援（注３）

学校数 利用ID数 学校数 利用ID数 学校数 利用ID数

2023年３月 947 268,749 345 103,152 ― ―

2023年12月 1,034 326,866 ― ― 282 133,296

2024年３月 768 193,473 ― ― ― ―
 

(注) １．経済産業省EdTech導入補助金、探究的な学び支援により利用している学校数・利用ID数を含めていますが、

当社既存契約校舎が採択された補助金申請分の学校数・利用ID数は控除しております。

２．経済産業省EdTech導入補助金により利用している学校数・利用ID数になります。

３．経済産業省探究的な学び支援により利用している学校数・利用ID数から、当社既存契約校舎が採択された学

校数・利用ID数は控除しております。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて38,710千円減少し、2,669,945千円と

なりました。

企業の安全性を示す自己資本比率は、前連結会計年度末82.0％に対し、当第１四半期連結会計期間末は85.5％と

なり、3.5ポイント増加となりました。また、支払能力を示す流動比率は、前連結会計年度末357.0％に対し、当第

１四半期連結会計期間末は430.8％となりました。

 
（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて97,576千円減少し、1,493,554千円

となりました。これは主に、現金及び預金が112,039千円増加した一方、売掛金が218,720千円減少したことによる

ものであります。
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（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べて58,866千円増加し、1,176,391千円

となりました。これは主に、ソフトウエア仮勘定が59,376千円増加したことによるものであります。

 
（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて98,938千円減少し、346,707千円と

なりました。これは主に、前受金が75,827千円、未払金が29,221千円減少したことによるものであります。

 
（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて60,228千円増加し、2,311,837千円と

なりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益を62,995千円計上したことによるものであります。

 
(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6）従業員数

当第１四半期連結累計期間において、従業員数に著しい増減はありません。

 
(7）経営成績に重要な影響を与える要因について

当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について、重要な変更はありません。

 

(8）資本の財源及び資金の流動性について

当第１四半期連結累計期間において、資本の財源及び資金の流動性に関する事項について重要な変更はありませ

ん。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,420,000

計 21,420,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2024年５月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,694,764 6,694,764
東京証券取引所

グロース

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。
なお、単元株式数は100
株であります。

計 6,694,764 6,694,764 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2024年１月１日～
2024年３月31日

― 6,694,764 ― 298,370 ― 295,370

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

136,000
1,150 (注)１

完全議決権株式(その他)
普通株式

 65,452
 

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に制限のない標準となる
株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

6,545,200

単元未満株式
普通株式

― (注)２
13,564

発行済株式総数
普通株式

― ―
6,694,764

総株主の議決権 ― 66,602 ―
 

(注)１　当社所有の自己株式21,000株及び株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する115,000株でありま
す。

２　「単元未満株式」の普通株式には、自己株式74株が含まれております。
３　当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており
ます。

 
② 【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社すららネット

東京都千代田区内神田
一丁目14番10号

21,000 115,000 136,000 2.03

計 ― 21,000 115,000 136,000 2.03
 

(注)１　当社は、単元未満自己株式74株を所有しております。

２　他人名義で所有している理由等

「株式給付信託（J-ESOP-RS）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（東京都中央

区晴海１丁目８－12）が所有しております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年

３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,154,743 1,266,782

  売掛金 401,421 182,700

  仕掛品 5,427 5,226

  前払費用 31,432 38,190

  その他 3,775 5,076

  貸倒引当金 △5,667 △4,422

  流動資産合計 1,591,131 1,493,554

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 11,623 11,492

   建物附属設備（純額） 13,942 13,299

   工具、器具及び備品（純額） 1,705 1,571

   有形固定資産合計 27,272 26,363

  無形固定資産   

   ソフトウエア 708,677 707,360

   ソフトウエア仮勘定 175,637 235,013

   のれん 90,253 83,310

   その他 － 1,280

   無形固定資産合計 974,568 1,026,965

  投資その他の資産   

   長期未収入金 1,777 1,777

   差入保証金 55,866 55,639

   繰延税金資産 51,113 60,991

   その他 8,767 6,431

   貸倒引当金 △1,840 △1,777

   投資その他の資産合計 115,684 123,062

  固定資産合計 1,117,524 1,176,391

 資産合計 2,708,655 2,669,945
 

 

EDINET提出書類

株式会社すららネット(E33626)

四半期報告書

 9/18



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  １年内返済予定の長期借入金 1,500 －

  未払金 150,324 121,103

  未払費用 26,456 24,380

  未払法人税等 50,042 38,266

  未払消費税等 22,267 28,107

  前受金 155,232 79,405

  預り金 16,722 11,452

  賞与引当金 23,100 43,992

  流動負債合計 445,646 346,707

 固定負債   

  株式給付引当金 11,400 11,400

  固定負債合計 11,400 11,400

 負債合計 457,046 358,107

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 298,370 298,370

  資本剰余金 256,865 256,865

  利益剰余金 1,746,342 1,809,338

  自己株式 △81,833 △81,833

  株主資本合計 2,219,744 2,282,740

 非支配株主持分 31,864 29,097

 純資産合計 2,251,609 2,311,837

負債純資産合計 2,708,655 2,669,945
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年３月31日)

売上高 546,566 499,453

売上原価 127,642 160,903

売上総利益 418,923 338,550

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 41,056 30,348

 貸倒引当金繰入額 △96 △719

 役員報酬 17,309 18,061

 給料及び手当 67,011 70,488

 賞与引当金繰入額 13,629 14,260

 法定福利費 13,880 14,329

 旅費及び交通費 9,004 12,222

 減価償却費 2,599 3,831

 のれん償却額 6,942 6,942

 その他 99,055 84,983

 販売費及び一般管理費合計 270,394 254,749

営業利益 148,528 83,801

営業外収益   

 受取利息 7 6

 為替差益 398 705

 貸倒引当金戻入額 151 73

 講演料収入 30 488

 その他 36 256

 営業外収益合計 624 1,530

営業外費用   

 支払利息 79 0

 支払精算金 1,431 －

 その他 534 －

 営業外費用合計 2,045 0

経常利益 147,108 85,331

特別損失   

 固定資産除却損 － 146

 特別損失合計 － 146

税金等調整前四半期純利益 147,108 85,184

法人税、住民税及び事業税 46,802 34,834

法人税等調整額 △1,171 △9,878

法人税等合計 45,631 24,956

四半期純利益 101,476 60,228

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

3,518 △2,767

親会社株主に帰属する四半期純利益 97,958 62,995
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年３月31日)

四半期純利益 101,476 60,228

四半期包括利益 101,476 60,228

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 97,958 62,995

 非支配株主に係る四半期包括利益 3,518 △2,767
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、2023年11月２日開催の取締役会決議に基づき、2023年11月17日より、当社の従業員及び当社の子会社の

従業員（以下「対象従業員」といいます。）に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託

（J-ESOP-RS）」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

 
①取引の概要

本制度の導入に際し制定した「株式給付規程」に基づき、一定の要件を満たした対象従業員に対し当社株式を

給付する仕組みであります。

将来給付する株式を予め取得するために、当社は本制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）に金銭を信託し、当該信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しております。

 
②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末63,940千円、115,000株、

当第１四半期連結会計期間末63,940千円、115,000株であります。

 
③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償却額は、次のと

おりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

減価償却費 46,165千円 61,980千円

のれん償却額 6,942千円 6,942千円
 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間 (自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2023年２月３日開催の取締役会決議に基づき、自己株式134,000株の取得を行いました。この結果、当第

１四半期連結累計期間において自己株式が114,512千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が

115,537千円となっております。

 
当第１四半期連結累計期間 (自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、全セグメントの売上高の合計額、営業損益の合計額に占めるeラーニング関連事業の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　当社グループは、全セグメントの売上高の合計額、営業損益の合計額に占めるeラーニング関連事業の割合がいず

れも90％を超えており、また、顧客との契約から生じる収益、キャッシュ・フローの性質、計上時期等は概ね単一

であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

１株当たり四半期純利益 14円80銭 9円61銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 97,958 62,995

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

97,958 62,995

普通株式の期中平均株式数(株) 6,614,675 6,558,570
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「株式給付信託（J-ESOP-RS）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している

当社株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第１四半期連

結累計期間115,000株であります。

 

EDINET提出書類

株式会社すららネット(E33626)

四半期報告書

14/18



 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得)

当社は、2024年５月２日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の遂行および株主還元策の一環として、自己株式の取得を実施

するものであります。

 
２．自己株式の取得に関する取締役会の決議内容

(1）取得する株式の種類　　　当社普通株式

(2）取得する株式の総数　　　170,000株（上限）

(3）株式取得価額の総額　　　50,000千円（上限）

(4）取得期間　　　　　　　　2024年５月７日～2024年７月31日

(5）取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年５月８日

株式会社すららネット

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

東京事務所

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 本間　洋一 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　忠 印

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社すらら

ネットの2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社すららネット及び連結子会社の2024年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
 

 
 

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２.XBRLデータは四半期レビューの対象に含まれていません。
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